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第 ５ 章 消費者行政の総合的・効果的推進
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  推進計画において、３つの目標を柱に構成する９２の施策は、庁内各部局の広範にわたっ

ています。これらの施策を計画的に推進し、実効性を高めるためには、関係部局との連携を

強化していくことが必要です。また、消費者問題が複雑・多様化している中で、施策の所管

部局を超えた対応も考えられることから、新たな推進体制を整備します。 

  さらに、消費者被害の救済や未然防止対策などは、住民に身近な市町村の果たす役割が大

きいことから、県は市町村との連携を密にし、一体となって取り組む体制を整備します。 

  一方、国の消費者行政を一元的に推進する消費者庁においては、地方との連携の強化に向

けた取組を進めており、本県としても積極的に対応していくとともに、他の都道府県や国の

出先機関、消費者団体等とも情報交換を行い、消費者行政を効果的に推進します。 

 

１ 県の推進体制の整備 

○ 「愛知県消費者行政推進会議（仮称）」を新たに設置し、計画に位置づけられている事業

を所管する関係課室と連携を図り、消費者行政に関する施策を総合的、計画的に推進しま

す。 

 

２ 市町村との連携 

○ 「愛知県消費者行政連絡協議会」（仮称）を新たに設置し、情報の共有に努めるとともに、

適切な役割分担のもとで緊密な連携を図り、相談窓口の開設・拡充等を促進します。 

   

 ３ 国・他の都道府県との連携 

 ○ 国は、消費者を主役とする社会の実現に向けて、消費者庁の設置とともに、新たな施策

の展開に取り組んでいますが、その中で、地方消費者行政の充実・強化は重要な課題と位

置づけられています。本県の消費者行政の推進にあたっても、消費者庁を始めとする関係

省庁と連携し、効果的な施策を展開していきます。 

 

 ○ 消費者安全法の施行に伴い、「消費者事故等連絡会議」を設置し、消費者事故等を消費者

庁へ通知し、また、「消費者被害対策チーム」を設置して、消費者庁から委任のあった事業

所への立入調査等を実施し、消費者被害の発生又は拡大の防止に努めます。 

 

○ 個別の施策の実施にあたって、情報の収集や広域的な対応が求められるものについては、

関係する国の機関、他の都道府県と連携し、効率的・効果的に推進します。 
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 ４ 消費者団体等との連携 

 ○ 消費者の利益や権利を守り、向上させることなどを目的として活動する消費者団体は、

本県の消費者行政の推進に大きな役割を担っています。県は、消費者団体を育成するととも

に、これらの団体と連携を図り、消費者行政を効果的、効率的に推進します。 
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愛知県県民生活課 

「政策指針2010－2015」 
 
基本課題「いのちを守る「安心・安全」
の社会をつくる」の主要政策のひとつ
に「安心・安全な消費生活の実現」が
位置づけられた。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

                            

  

                                            

  愛知県消費者行政推進計画   
 
                            消費生活に関する施策について、総合的 

                           かつ計画的に推進していくための指針 

   

                                    

                                             

      

 

 

 

 

市 町 村 推進計画に位置づけ
られた関係部局 

 

愛知県消費者行政連絡協議会（仮称）

連 携 

特定商取引法執行関係機関情報交換会議 
愛知県消費者被害未然防止対策連絡会議 

愛知県消費者行政推進会議（仮称）

県政の各分野における計画
例「第3次愛知県環境基本計画」 
「あいち食の安全・安心推進アク 
ョンプラン」 

 「あいち食育いきいきプラン」等

方向性を提示 

連 携 

国の出先機関、県警
及び他の都道府県 

愛知県消費生活審議会
（確認・評価） 

意 見 
報 告

愛知県消費者行政推進計画の推進

イメージ

消費者庁ほか 
 国の関係省庁 

連 携 

消費者団体等 
連 携 

地域振興部、防災局、環境部、健
康福祉部、産業労働部、農林水産 
部、建設部 教育委員会 等 
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